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中国内資企業の平均寿命はなぜ短いか

2013年7月30日、中国国家工商総局企業の情報センターは全国内資企業生存時間分析報告（以下、報告という）を公布した。本稿ではその概要を以下の通り概説してみます。

特徴
報告は2000年以降の中国全国における新規企業、取消企業の生存期間等データを分析し、中国企業生存期間の六つ特徴を取上げた。
１．5割近くの企業年齢は5年以下、2012年末までの中国の実在企業は1322.54万社、そのうち、企業寿命5年以下652.77万社、5-10年435.24万社、10年以上234.52万社、それぞれ、企業総数の49.4％、32.9％、17.7％を占める。
2．企業設立後の3～7年間は市場退去の高発期であり、即ち企業生存期間の「ネック期間」でもある。2000年以降の新設企業の市場退去率は「Ｕ」型の分布を呈し、即ち、前期は高くて速く、後期は低くて緩やかな傾向を見せる。
3．ここ5年間の市場退去の企業平均寿命は6.09年、そのうち5年以内の企業は6割近く、寿命1年以内（当年登録）の企業は退去企業総量の13.7％を占める。2008年初めから2012年末までの5年以内の全国集計した市場退去の企業は394.22万社に達した。
4．異業種は類型化の特徴を呈する。平穏型（鉱山、水利、教育、ソフトなど）、競争型（飲食、不動産、サービスなど）、流動型（リース、卸小売など）、増長型（科学研究、文化、娯楽など）はそれぞれその業界の特徴を現している。
5．東部及び中西部各省における企業の生存危険期はそれぞれ設立後3年目、3年目及び4年目に集中し、即ち設立後3年目の企業の死亡数はもっとも多く、死亡率は最高に達した。

6．企業規模は大きいほど生存率は高くなる。企業生存率は登録規模と対比し、大企業は小企業より生存能力が強く、曲線が穏やかである。
二、私見
中国企業の平均寿命は欧米日企業より遥かに短く、「一年発家（起業）、二年発財（蓄財）、三年倒産」の道を繰り返し、強く、大きく発展を遂げた企業はわずかである。その死亡原因は複雑であるが、以下のように考えられる。
自己資金が賄えず、負債率が高く、債務返済の圧力が大きい。創業者は目先利益ばかりに気を取られ、「一夜成金」の心理が働き、目標達成を急ぎ過ぎ、過大投資で資金ショットの泥沼に陷いた。
管理方式が遅れ、親族らは要職を占め、特に地方ではそのような企業は多く、最終的に親族間に軋轢が絶えず、事業が行き詰った。
多角化投資を走り、無謀に拡張し、資源配置が追い付かなかった。
政策的な要素、例えば、輸出入政策の変更、為替変動等に影響され、アパレル、玩具、ライター、更にソーラ発電等輸出入頼りの中小企業は特に目立っている。
製品の販路が明確でなく、物まねで独創が乏しく、感覚に奔り、多くの日用雑貨の製販企業はその原因で経営が行き詰った。
与信が低く、品質保証がきちんとできず、粗悪品、贋物でごまかし、食品等ファストフード及び使い捨て消費品の業界が見受けられる。
企業文化が乏しく、従業員の忠誠度が低く、離職率が高い。技術開発型企業はその傾向が特に強い。
産業チェーンの末端に位置し、川上の企業に頼り、交渉力が弱い。加工及び機械類企業はその顕著性が高い。
核心技術を持たず、ブランド力は弱い。レストラン業界はそれに当たる。
天災人災の未然予防が難しい。ほぼすべての業種の企業はそれに当てはまる。


《国家税務総局の輸出貨物労務増値税及び消費税関連問題に

関する公告》の解読

2013年11月13日、国家税務総局は《国家税務総局の輸出貨物労務付増値税及び消費税関連問題に関する公告》（以下、《公告》略称）を発表し、2014年1月1日より施行することを決めた。本稿では《公告》の内容を下記のとおり解読してみます。

一、主な内容

（１）内容の明確化

1. 輸出税金還付資格の取消に関する認定

 《公告》は輸出税金還付（免除）を精算せず、輸出企業税金還付（免除）資格認定を取り消すことが出来る２種類情況を明確にした。

来料加工計画配分率の補足

 《公告》は2種類の来料加工計画分配率の確定方法を明確にした。

「合法有効な仕入証票」の補足

《公告》は幾つかの特殊業務の実状に対して「合法有効な仕入証票」を補足した。

税金還付（免除）の申請延期と免税申告とのリンクする方法の規定

《公告》は該当輸出貨物がその他の免税条件に満たし、輸出企業あるいはその他の単位は許可した翌月に免税を申告しなければならない。翌月から免税を申告しなかった場合、増値税の徴税政策に適用すると規定。

（２）追加内容

1. あらゆる税金還付（免除）政策適用放棄の規定の追加

《公告》は輸出会社はあらゆる税金還付（免除）政策に関わる輸出貨物労務の税金還付（免除）適用を放棄し、且つ増値税免税政策或は徴税政策の適用を選択することが出来るが、一旦放棄した場合、36か月内に変更してはならないと決めている。

加工貿易委託加工費の税金還付（免除）管理の完備

《公告》は委託加工の加工貿易輸出会社が税金還付（免除）を申告するが、もし提供した加工費領収書は加工貿易手帳上に明記した加工会社が発行したものではない場合、主管税務機関に書面で説明するほか、税関発行の証明書を提供しなければならない。さもなければ、かかる加工賃の控除または税金還付（免除）の申請をしてはならないものとする。
《公告》は通関を経過し特種地域に搬入または販売する貨物に対して規定に従って外貨を受け取る証票を提供する場合、人民元を受け取る証票を提供することができます。

4. 《貨物輸出代理証明書》の発行管理の強化

《公告》は受託企業が《貨物輸出代理証明書》を発行する際、委託者の主管税務機関が署名した《貨物輸出委託証明書》を補足提供しなければならないと決めている。

対外貿易の輸出を国内向け貨物販売徴税を見なす管理の強化
 《公告》は対外貿易企業は《輸出貨物の国内販売転換証明書》を発行する際、規定の証票資料及び販売税金の記帳証票コピーを提供しなければならないとしている。

6. 輸出税金還付証票資料及び備案証票の管理の強化 

《公告》は商品検験、税関、外貨管理部門は輸出企業の資料が虚偽またはその内容が不実であると発見した場合、かかる出口貨物に増値税を課する政策に適用すると決めている。
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	施行日

	1
	国家税務総局の《国家税務総局の輸出貨物労務付増値税及び消費税関連問題に関する公告》について『重要法規解説』をご参照下さい）
	2014/01/01

	2
	国家税務総局の企業修繕費支出企業所得税税前控除問題に関する公告现行有效外汇管理主要法规目录（截至2013年7月31日）


	2013/01/01

	3
	工業と情報化部の「工業企業知識産権管理指南」配布に関する通知

	2013/11/08

	4
	国家安全監督管理総局の生産安全事故調査処理における関連問題規定の配布に関する通知
	2013/11/20

	5
	最高裁の司法公開三大プラットホーム建設に関する若干意見
	2013/11/21

	6
	最高裁の人民法院によるインタネットでの裁判文書公布に関する規定
	2014/01/01
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